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潘公展と上海市社会局（1927～1937 年）
李　　鎧　光 
（菊 池 敏 夫　訳）
はじめに
　上海は，アヘン戦争における中国の敗戦によって 1843 年に開港して以来，100 年にも満たないで中
国最大の都市となり，租界が設置され，3 つの異なる都市管理機関が作られた。1936 年に上海の総人口
（華界〔「中国人居住区」。訳注，以下同じ〕と 2 つの租界を含む）は 380 万人以上となったが，中国人
と外国人との比率は 51 対 1 であった。華界だけをみても，人口は 210 万人を超え，外国人は少なくと
も 1 万人以上であった（1）。管轄面積をみると，華界は 494.69 平方キロメートル，共同租界は 22.6 平方
キロメートル，フランス租界は 10.22 平方キロメートルで，華界は共同租界の 21.88 倍，さらにフラン
ス租界の 48.4 倍であった（2）。近代上海の「一市三制度」という統治構造のなかで，華界は人口と面積
では最多であり最大であった。しかし都市管理については，華界のスタートは逆に最も遅く，共同租界
工部局が 1854 年 7 月に，フランス租界公董局が 1862 年 2 月にそれぞれ成立したのに対し，華界におけ






　1927～1937 年における上海市政府の研究に関しては，先ずフランスの研究者 Christian Henriot の







































長・潘公展，公益局長・黄慶瀾。市長初め 12 人の学歴分布は，軍事学校 2 人，専門学校 1 人，旧制中












































　このほか，農工商局の職員について見てみると，1928 年 12 月末までは，農工商局本部と 4 つの付属
機関（公司〔株式会社〕商業註冊所〔登記所〕，労工団体註冊所，農工商調査統計室，上海牲腸出口
〔家畜・腸詰め輸出〕検察所）で職員は都合わずかに 75 人であった（16）。注目に値するのは農工商局の
もともとの計画では 23 の付属機関をつくることになっていたが，1927 年末にはわずか 6 つが成立した
だけだったことである（17）。その原因は経費の不足にあったようである。付属機関の多くが設立できな
かったことが農工商局の人手不足を顕著にした。1948 年 12 月，上海市社会局と付属機関の職員は 448
人で，1928 年末の 6 倍弱に増えていた（正規職員数で技術工や雑役を含まない（18））。1927～1937 年の
上海市政府管轄の面積が 494.69 平方キロメートルで，1946～1949 年の管轄面積が 617.995 平方キロメ
ートルであるのを考慮すると（19），農工商局職員の数は明らかに不足していた。また，1927 年 12 月と
1949 年 5 月の職員名簿を比較すると，最後の社会局長であった張振遠を初めとし富頣年，孫詠沂，王
宝鎏 4 人の名前が同じである。この 4 人は 1927 年から 1949 年までずっと同一機関で働いており，その
内の 2 人については責任をもつ業務も同じだった（20）。Henriot は，市政府の首長が替わればしばしば職
員の大規模な人事異動がおこる，と述べているが，若干の職員は同じ持ち場に 1949 年 5 月の上海人民
政府成立までずっと留まっていたのである。
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　1928 年 8 月 1 日，農工商局は社会局と改称し（21），局長は潘公展（任期 1928 年 7 月 12 日～32 年 5 月
26 日）を初め，以後麦朝枢（同 1932 年 1 月 11 日～32 年 5 月 26 日），呉醒亜（同 1932 年 5 月 27 日～

















たことが，社会局の業務を多くし，「仕事を山のように背負い込んだ」といわれた。1932 年 2 月，潘公
展は上海青年会市政研究会で社会時局の話に続けてこう述べた。「市組織法の規定に照らせば，市政府
の職掌はおよそ 24 項あるが，その内社会局は 10 項を占め，全体のほとんど 2 分の 1 にあたる。管轄す
るのは，農，工商，公益，慈善，救済などの他，さらに教育，公用〔公共事業〕の 2 項もまた市組織法
において社会局の職掌のなかに入っている。今の上海の教育，公用はおのおの 1 つの独立機関となって
いるが，この 2 つを除いても，その職掌はなお 8 つである。」（23）潘氏が引用したのは 1930 年 5 月 20 日
公布の市組織法で，第 8 条は 20 項にわたって市政府の職権を規定している。そして第 14 条はそのなか
の 10 項がすべて社会局の主管に属すと規定している。ただし，そのうち第 7 項と第 10 項は公用局が責







児」である。社会局を形容して嬰児というのは共同租界工部局（1854 年 7 月 11 日成立）と対比するた
めである。工部局はすでに 70 余年の歴史をもつが，社会局はわずかに 3 年余りである。比較すれば，
当然工部局が市政の運営を開始したのは社会局と比べてずっと早い。潘氏は社会局の業務遂行の効果が
工部局とはまったく比べものにならないのを認め，「足下にも及ばない」と形容した。さらに彼は続け
る。1927 年，農工商局の予算は市政府予算総額の 5％ を占めたが，1928～1930 年の社会局の予算は予
算総額の，それぞれ 4.3，4.5，4.5％ にとどまる。社会局は市政府下の機関の 1 つで，その経費は 20 分
の 1 に満たないが，管理する事業は 20 分の 8 である。このような経費不足，時間不足という状況のな
かで，社会局がスムーズに業務をこなすのは非常に難しく，社会局が全部の責任を負うことはできな
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い（26）。1931 年以降，社会局予算が市政府予算総額に占める比率については詳細なデータが存在しな
い。しかしおそらく 5％ を越えてはいないであろう。1933 年度の市政府決算は 84 万元の赤字で，歴年
の累計決算は 342 万元の赤字であった。市政府は 1934 年初めから二度と赤字をつくらず，かつ累積赤
字の返還を開始する構えであったが，教育費が増加しただけで，その他の経費は増加しなかった（27）。
この他に財政局からの統計によれば，市政府は 1927 年と 1928 年には残金があったものの，1929～1932
年は 4 年連続の赤字で，累積赤字はさらに増えて 359 万元となったことが明らかになっている（28）。こ
のような連続赤字の下で，社会局予算の市政府予算総額に対する比率はほとんど引き上げられなかっ






上海市も行政院令によってこの 2 つの局を合併し，局長には潘公展（任期 1936 年 8 月 6 日～1937 年 11
月 30 日）があたった（29）。この合併は，教育局を社会局のなかに吸収したもので，言い換えれば社会局
が教育局の業務を兼務したのである。経費の問題を除けば，潘公展が合併後再び社会局長に就任したの
は，社会局長であった呉醒亜の死と関係があった。報道によれば，呉醒亜は 1936 年 2 月に脳卒中に罹
り，名医を呼んで治療をすると一度は好転した。7 月 5 日に牯嶺（江西省九江市）に移って療養し（30），
社会局の事務は呉氏の秘書の李遂先が代行したが，8 月 3 日，脳卒中を再発し，8 月 4 日，逝去した（31）。
　以上のことから，呉醒亜の病死によって，潘公展にまず教育局長身分で社会局長を兼務させ，そのあ
とで教育局を社会局に合併させたことが分かる。潘公展が社会局長に再任された過程をめぐっては，こ
れまでの研究は十分には議論してこなかったが，潘公展は，8 月 6 日に教育局長身分で社会局長を兼務
し，8 月 11 日，行政院第 274 回会議は上海市教育局を社会局に合併することを決議したのである（32）。
呉醒亜が急死したこと以外に，教育局と社会局の合併にはいま 1 つの要因として経費問題があった。行








直に述べている（34）。1936 年 6 月の米 1 石の小売価格は 9.735 元であったから（35），1 万元ではおよそ
1027 石の米が買え，およそ 5,135 人の 1 か月の米穀の需要を満たすことができた。当時最低の等級であ




　1936 年 8 月 11 日，行政院は教育局を社会局のなかに吸収する議案を採択し，1 か月の準備期間を経

















が，通常 1 つの科には 5～8 つの係があり，「係」には係長がいて，その下に最下層の事務員や科員がい
る。農工商局時代には，農業，工業，商業調査の 3 つの科に，総務と労資調停を加えて，5 つの科があ
った。そして社会局に改称した後は，4 つの科に減った。つまり農，工，商業の 3 つの科が縮小して 1
科になり，総務と労資調停はそのままで変化がなく，新設の第四科が公益と慈善を主管した。1936











としたことが分かる。1928 年から 1936 年までの一時期，社会局の職権は拡大した。慈善団体やその他
の人民団体を管理する権力も増大し，さらに度量衡検定などの職権も加わり，これらはずっと日中戦争
後まで続いた。1936 年 8 月以降については，教育局と社会局の合併は緊縮財政下での政策であり，南
京と上海でも経費不足に由来する政策であった。1936 年 8 月から 1937 年 12 月までの時期は新しい社
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員 3 名による連名の証明を添えて市政府に登記した者は，原機関によって斟酌し任用するとした。唯一
例外があり，汪精衛政府で職に就いた者はその限りではなかった。市政府の調査を経て，社会局職員で
上海に残留し，この臨時措置に符合した者は 57 人，引き続き任用された者は 17 人であった。最も分か
りやすい例は，主任秘書・潘忠甲である。潘氏は社会・教育両局が合併した時期（1936 年 9 月～1937
年 12 月。潘公展が局長）に主任秘書を担当していたが，日中戦争後，社会局が戻ったときにも，引き






















　1928 年，潘公展は上海党務指導委員会の 9 人のメンバーの 1 人に任命され，1929 年 2 月の国民党上
海市第 5 回市代表大会から 1934 年 9 月の第 8 回市代表大会まで毎回市党部執行委員を担当した（46）。そ
の後 1937 年 12 月までは上海党部市代表大会は開催されなかったので，潘氏は引き続き執行委員を担当
し，市党部が終結するまで活動した。だから潘氏は 1928 年 4 月から 1937 年 11 月まで市党部で執行委
員を続けたことになる。
　市政府の職務については，潘公展は前後して農工商局長（1927 年 7 月 7 日～1928 年 7 月 11 日），社
会局長（1928 年 7 月 12 日～1932 年 1 月 10 日），教育局長（1932 年 9 月 5 日～1936 年 8 月 5 日），社会
局長（1936 年 8 月 6 日～1937 年 11 月 30 日）を担当し，それは 10 年あまりに及んだ。市政府の職務を
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氏は 1927 年から 1928 年に上海には 45 万人から 50 万人の失業者がいると見積もったが，それは今後も


















糾案件はおよそ 222 件，関係した工業・商店は 5548 軒，関係した労働者は 8 万 2512 人，ストライキ案
件は 120 件，関係工場 5438 軒，関係労働者側人数 21 万 3968 人であった。労資紛糾による損害は合計
約 700 万元で，この損失は全市の市民の収入を減らし，負担を増やしたのと異ならない。社会局の他の
統計資料が明らかにしているのだが，1928 年から 1932 年の 5 年の間に合計 517 件のストライキが発生
し，毎月平均で 8.61 件に及んだ。同時期に労資紛糾は合計 1491 件，毎月平均では 24.85 件発生し
た（59）。資料の比較的多い，この 5 年間についていうと（60），個別工場で最も多く労資争議が発生したの
は和興公司タバコ工場で，合計 23 回であった。1930 年にこの工場では 11 回の争議が発生したが，ほ


















された」とは，12 月 9 日，上海学生聯合会が，国民党上海市党部を破壊し，上海市政府を十数時間に







れ 118，108，87，122，82 件で，確かに 1930 年の 87 件から 1931 年には急に 122 件に増加している。
しかし，労資紛糾案件は 1928～1932 年の間，それぞれ 237，338，339，324，253 件で，1930 年は 339




17〔1928〕年 8 月から 18〔1929〕年 7 月までの 1 年間に，強盗略奪案件の総数は 1138 件，華界での発
生は 455 件で総数の約 40％ を占め，1 月平均 94 件で，1 日少なくとも 3 件である。この他に比較的は





いる。一軒の家にはしばしば 3～4 世帯が一緒に住む。彼らの家賃は彼らの 1 月の稼ぎの 10％ から 20
％ を占め，その苦難に満ちた様が想像できよう。瓦葺きの家に住めなければ，草葺きの棚戸〔バラッ
ク〕に住むだけである。公安局による民国 17〔1928〕年の棚戸調査表によれば，母屋はおよそ 2 万
4226 戸，付属の家屋はおよそ 1429 戸で，人口は男性 6 万 1197 人，女性 5 万 2318 人，まとめると 2 万
5655 戸，11 万 3515 人であった。考えてもみよ，上海の人口は 270 万人，この極貧の棚戸には 11 万





ばしば 7～8 人の世帯が 1 階 1 間の部屋に群がって生活している。甚だしい時には，草葺き小屋，艒艒
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船〔住居として使われる小型の舟のことで，陸上でいえば，「棚戸」にあたる〕に住む居民は十数万人
に及び，それもわずかに雨露をしのぐだけである。」（70）潘公展による住居問題対策は成果を上げた。
1929 年 10 月末に，第一平民住所（全家庵路）が落成した（71）。第二平民住所は 1931 年に完成した（斜
土路）（72）。同年，第三平民住所も一部完成した。これら 3 か所の平民住所は全部で 560 室あり，家賃は
大洋 2.5 元であった（73）。これらはすべて社会局が管理した。ただし注意すべきことは，560 室という規
模は 10 万人以上いるバラック住まいの住民に比べれば，数が極めて少なく，2.5 元という家賃も専業職
のないバラック住民からすれば実際非常に高かった。そのようなわけで，「上海に住むのはまったく容
易でなかった」のである（74）。
　問題の五は，自殺である。社会局の記録によれば，1928 年 8 月から 1929 年 7 月までの自殺者は 2327
人で，毎月平均で 194 人にも及んだ。1 日当たり 6～7 人，3～4 時間に 1 人の計算である。このうち生
計困難，営業失敗，堕落のために生計を図れなくなった者が 271 人である。さらに，いわゆる家庭問題
によるもの，たとえば口論やけんかの類だが，そのなかには直接間接に経済偪迫に起因するものもあ
り，都合 1370 人で，これが全体の 50％ を超えている。要するに，彼らはみな幾重にも重なる抑圧を受
け，人生を見飽き，やけになって死を選んでしまったのである。潘公展が提供した，このデータは，次
の市政府がまとめた 1929～1935 年の統計数字と比べると近いものがある。すなわち 1929 年から 1932
年までの毎年の自殺死亡者総数は 1900～2000 人の間にある。1933 年は初めて 2000 人を超え，2096 人
となった。1934 年と 1935 年はさらに増え，2305 人，3087 人となった（75）。『社会月刊』の創刊号では社
会局職員が自殺問題を議論し，かつ上海仁済病院（山東中路）の材料を引用して，この病院 1924～
1927 年の間に収容し治療した自殺者が 935～1096 人であり，これに基づいて同期間における全市の自











たため，継続することになった。1928 年 8 月，農工商局は社会局と改称され，前後して潘公展，麦朝
枢，呉醒亜が局長に任じ，その組織は五科から四科になった。しかしその職権は却って増加し，すべて
の人民団体（労働組合，工商業主の同業公会および一般の人々が趣味で組織した協会），慈善団体の管





























（ 1 ）上海市年鑑編輯委員会編『上海市年鑑』上海，上海市年鑑編輯委員会，1937 年，C12 頁。
（ 2 ）同上，C2 頁。
（ 3 ）1895～1905 年の間に上海内外城廂総工程局は上海自治公所に，上海自治公所は上海市政庁へと変化した。
Mark Elvin, “The Administration of Shanghai, 1905-1914,”in William G. Skinner and Mark Elvin eds. The Chinese 
City between Two Worlds, Stanford University Press,1974, pp. 250-257. 呉桂龍「清末上海地方自治運動述論」『近
代史研究』13 期，1982 年 7 月，161～182 頁，周松青『上海地方自治研究 1905-1927』上海社会科学院出版




（ 5 ）Henriot〔安克強〕著，張培徳，辛文鋒，肖慶璋訳『1927～1937 年的上海：市政権・地方性和現代化』上
海古籍出版社，2004 年，2 頁，172～174 頁。
（ 6 ）鄭祖安「二，三〇年代上海市政府横向関係初探」『学術月刊』1994 年 3 期（同年 3 月），57～62 頁。





立十週年紀念工業展覧会研究」『中国社会経済史研究』2011 年 2 期，同年 4 月，72～78 頁）。
（ 8 ）潘公展が 1975 年に死去した後，陶百川によって『潘公展先生言論撰輯』華美日報社，1977 年，が出版さ
れた。ただしこの本が収録しているのは多くが 1949 年以後に発表されたものである。
（ 9 ）港務局は黄郛が市長在任中に準備処が置かれただけで，1927 年 8 月末には撤収された（「港務局籌備処撤
消」『申報』1927 年 9 月 2 日）。そのため李協が就任したか，また準備状況がどうであったかははっきりしな
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